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Ⅰ 財務書類について 

1  統一的な基準の特徴 
会計処理⽅法として⺠間企業会計と同様の複式簿記や発⽣主義会計を導

入するとともに、現存するすべての固定資産を洗い出し、固定資産台帳を
整備することで、現金取引（歳入・歳出）に加えて、ストック情報（資産・
負債・純資産の期末残高）及びフロー情報（期中の収益・費用及び純資産
の内部構成の変動）を網羅的かつ公正価値で把握できます。また、全国統
一の基準であるため、各団体間での比較可能性が確保されます。 

 
2  対象とする会計の範囲 

⑴ 一般会計等 
本組合の全ての会計である「一般会計」と「介護保険特別会計」を合

わせて『一般会計等財務書類』として作成しています。 
⑵ 連結会計 

本組合と連携協力して行政サービスを実施している関係団体の財務書
類を一般会計等に連結して「連結会計財務書類」としています。 

 

連結会計 

一般会計等 
(全体会計) 

・一般会計 
・介護保険特別会計 

(関連団体) 
・島根県市町村総合事務組合 
（市町村職 員退職手当 特別会計）  

 
 
3  作成基準日 

作成基準日は、会計年度の最終日である令和 6 年 3 月 31 日としました。
出納整理期間（令和 6 年 4 月 1 日から 5 月 31 日まで）の入出金について
は、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

 
  



- 2 - 

4  財務書類 4 表の種類 
⑴ 貸借対照表（BS：Balance Sheet）；「ストック情報」 

年度末時点における財政状態（①資産、②負債、③純資産の残高及び
内訳） 

⑵ 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statemen）；「フロー情報」 
会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの（現金収支を伴わな

い減価償却費等も費用として計上） 
⑶ 純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）；「純資産の変動情報」 

会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表示したもの 
⑷ 資金収支計算書（CF：Cash Flow statement ）；「現金収支情報」 

一会計期間中の現金の受払いを３つの区分（①業務活動収支、②投資
活動収支、③財務活動収支）で表示したもの 

 
5  財務書類 4 表の相互関係 
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Ⅱ 令和 5 年度 財務書類 

1  貸借対照表 

 

（単位：円）

一般会計等
（全体）

連結
一般会計等
（全体）

連結

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,685,444,242 2,726,167,482   固定負債 0 40,723,240

    有形固定資産 1,295,288,420 1,295,288,420     地方債 0 0

      事業用資産 1,295,288,417 1,295,288,417     長期未払金 0 0

        土地 497,802,683 497,802,683     退職手当引当金 0 40,723,240

        立木竹 0 0     損失補償等引当金 0 0

        建物 976,358,370 976,358,370     その他 0 0

        建物減価償却累計額 △461,880,206 △461,880,206   流動負債 7,516,966 7,516,966

        工作物 5,199,789,649 5,199,789,649     １年内償還予定地方債 0 0

        工作物減価償却累計額 △4,978,382,079 △4,978,382,079     未払金 0 0

        船舶 0 0     未払費用 0 0

        船舶減価償却累計額 0 0     前受金 0 0

        浮標等 0 0     前受収益 0 0

        浮標等減価償却累計額 0 0     賞与等引当金 5,738,801 5,738,801

        航空機 0 0     預り金 563,605 563,605

        航空機減価償却累計額 0 0     その他 1,214,560 1,214,560

        その他 0 0 負債合計 7,516,966 48,240,206

        その他減価償却累計額 0 0 【純資産の部】

        建設仮勘定 61,600,000 61,600,000   固定資産等形成分 2,685,444,242 2,726,167,482

      インフラ資産 0 0   余剰分（不足分） 436,061,275 395,338,035

        土地 0 0

        建物 0 0

        建物減価償却累計額 0 0

        工作物 0 0

        工作物減価償却累計額 0 0

        その他 0 0

        その他減価償却累計額 0 0

        建設仮勘定 0 0

      物品 13,702,370 13,702,370

      物品減価償却累計額 △13,702,367 △13,702,367

    無形固定資産 2,020,334 2,020,334

      ソフトウェア 2,020,334 2,020,334

      その他 0 0

    投資その他の資産 1,388,135,488 1,428,858,728

      投資及び出資金 0 0

        有価証券 0 0

        出資金 0 0

        その他 0 0

      投資損失引当金 0 0

      長期延滞債権 8,477,074 8,477,074

      長期貸付金 0 0

      基金 1,380,943,183 1,421,666,423

        減債基金 0 0

        その他 1,380,943,183 1,421,666,423

      その他 0 0

      徴収不能引当金 △1,284,769 △1,284,769

  流動資産 443,578,241 443,578,241

    現金預金 439,450,316 439,450,316

    未収金 4,865,300 4,865,300

    短期貸付金 0 0

    基金 0 0

      財政調整基金 0 0

      減債基金 0 0

    棚卸資産 0 0

    その他 0 0

    徴収不能引当金 △737,375 △737,375 純資産合計 3,121,505,517 3,121,505,517

資産合計 3,129,022,483 3,169,745,723 負債及び純資産合計 3,129,022,483 3,169,745,723

借方 貸方

科目名
金額

科目名
金額
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2  行政コスト計算書 

 
 
 
 
 
 
 

（単位：円）

一般会計等
（全体）

連結

  経常費用 12,725,961,946 12,725,961,946

    業務費用 1,541,100,666 1,541,100,666

      人件費 106,869,210 106,869,210

        職員給与費 68,717,257 68,717,257

        賞与等引当金繰入額 5,738,801 5,738,801

        退職手当引当金繰入額 0 0

        その他 32,413,152 32,413,152

      物件費等 1,061,266,791 1,061,266,791

        物件費 872,741,850 872,741,850

        維持補修費 484,000 484,000

        減価償却費 188,040,941 188,040,941

        その他 0 0

      その他の業務費用 372,964,665 372,964,665

        支払利息 0 0

        徴収不能引当金繰入額 1,284,769 1,284,769

        その他 371,679,896 371,679,896

    移転費用 11,184,861,280 11,184,861,280

      補助金等 11,184,037,180 11,184,037,180

      社会保障給付 0 0

      他会計への繰出金 0 0

      その他 824,100 824,100

  経常収益 121,762,183 121,762,183

    使用料及び手数料 71,096,873 71,096,873

    その他 50,665,310 50,665,310

純経常行政コスト 12,604,199,763 12,604,199,763

  臨時損失 0 0

    災害復旧事業費 0 0

    資産除売却損 0 0

    投資損失引当金繰入額 0 0

    損失補償等引当金繰入額 0 0

    その他 0 0

  臨時利益 0 0

    資産売却益 0 0

    その他 0 0

純行政コスト 12,604,199,763 12,604,199,763

科目名
金額
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3  純資産変動計算書 

 
  

（単位：円）

一般会計等
（全体）

連結

前年度末純資産残高 3,170,854,648 3,170,854,648

  純行政コスト（△） △12,604,199,763 △12,604,199,763

  財源 12,554,850,632 12,554,850,632

    税収等 7,664,045,861 7,664,045,861

    国県等補助金 4,890,804,771 4,890,804,771

  本年度差額 △49,349,131 △49,349,131

  固定資産等の変動（内部変動）

    有形固定資産等の増加

    有形固定資産等の減少

    貸付金・基金等の増加

    貸付金・基金等の減少

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加

  他団体出資等分の減少

  比例連結割合変更に伴う差額 -

  その他 - -

  本年度純資産変動額 △49,349,131 △49,349,131

本年度末純資産残高 3,121,505,517 3,121,505,517

科目名
金額
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4  資金収支計算書 

 

（単位：円）

一般会計等
（全体）

連結

【業務活動収支】

  業務支出 12,520,702,137 12,520,702,137

    業務費用支出 1,335,840,857 1,335,840,857

      人件費支出 88,192,337 88,192,337

      物件費等支出 873,225,850 873,225,850

      支払利息支出 0 0

      その他の支出 374,422,670 374,422,670

    移転費用支出 11,184,861,280 11,184,861,280

      補助金等支出 11,184,037,180 11,184,037,180

      社会保障給付支出 0 0

      他会計への繰出支出 0 0

      その他の支出 824,100 824,100

  業務収入 12,615,890,949 12,615,890,949

    税収等収入 7,603,151,748 7,603,151,748

    国県等補助金収入 4,889,787,771 4,889,787,771

    使用料及び手数料収入 71,096,873 71,096,873

    その他の収入 51,854,557 51,854,557

  臨時支出 0 0

    災害復旧事業費支出 0 0

    その他の支出 0 0

  臨時収入 0 0

業務活動収支 95,188,812 95,188,812

【投資活動収支】

  投資活動支出 238,635,226 238,635,226

    公共施設等整備費支出 61,600,000 61,600,000

    基金積立金支出 177,035,226 177,035,226

    投資及び出資金支出 0 0

    貸付金支出 0 0

    その他の支出 0 0

  投資活動収入 66,887,405 66,887,405

    国県等補助金収入 1,017,000 1,017,000

    基金取崩収入 5,287,405 5,287,405

    貸付金元金回収収入 0 0

    資産売却収入 0 0

    その他の収入 60,583,000 60,583,000

投資活動収支 △171,747,821 △171,747,821

【財務活動収支】

  財務活動支出 - -

    地方債償還支出 - -

    その他の支出 - -

  財務活動収入 - -

    地方債発行収入 - -

    その他の収入 - -

財務活動収支 - -

本年度資金収支額 △76,559,009 △76,559,009

前年度末資金残高 515,445,720 515,445,720

本年度末資金残高 438,886,711 438,886,711

前年度末歳計外現金残高 584,650 584,650

本年度歳計外現金増減額 △21,045 △21,045

本年度末歳計外現金残高 563,605 563,605

本年度末現金預金残高 439,450,316 439,450,316

金額
科目名
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Ⅲ 分析  

 

一般会計等
（全体）

連結

住民一人当たり資産額

資産合計／住民基本台帳人口

歳入額対資産比率

資産合計／（本年度収入合計＋前年度末資金残高）

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

有形固定資産の減価償却累計額／取得価額等

純資産比率

純資産合計／資産合計

社会資本等形成の世代間負担比率

地方債／社会資本等（事業用資産＋インフラ資産）

住民一人当たり負債額

負債額／住民基本台帳人口

基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

業務活動収支－（－支払利息支出）＋投資活動収支

＋（基金積立金支出－基金取崩収入）

住民一人当たり純経常行政コスト

純経常行政コスト／住民基本台帳人口

住民一人当たり人件費

人件費／住民基本台帳人口

住民一人当たり物件費

物件費等／住民基本台帳人口

住民一人当たり移転費用

移転費用／住民基本台帳人口

行政コスト対税収等比率

純経常行政コスト／財源等（税収等＋国県等補助金）

受益者負担比率

経常収益／経常費用

100.39% 100.39%

指標

資産形成度

世代間公平性

持続可能性
（健全性）

効率性

自律性

99.76% 98.48%

0% 0%

107円 684円

95,188,812円 95,188,812円

178,631円 178,631円

1,515円 1,515円

弾力性

0.96% 0.96%

15,041円 15,041円

158,516円 158,516円

44,346円 44,923円

0.23年 0.23年

80.57% 80.57%
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資産形成度の指標「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」 

【住⺠一⼈当たり資産額】 
所有する資産額を令和 6 年 3 月 31 日時点の住⺠基本台帳⼈⼝で除して、

一⼈当たりの金額を算出したものです。 

【歳入額対資産比率】 
本年度の歳入総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取

得した資産が、歳入の何年分に相当するかを表しています。 

【有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）】 
土地や建設仮勘定（建設中の建物等に支払った建設費の一部）以外の有

形固定資 産を一定 の耐用年 数によっ て減価償 却を実施 した場合 、年度末
における資産が全体としてどの程度経過しているかの比率で 100％に近
いほど老朽化の程度が高いことを示しています。 

 
世代間公平性の指標「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」 

【純資産比率】 
資産のうち純資産の部分は過去及び現役世代の負担によるもので、負債

の部分は 将来の返 済が必要 なものと して将来 世代が負 担するこ とになり
ます。そのため、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合
が変動し たことを 意味しま す。将来 負担を過 重にしな いために も純資産
比率は高い⽅が良いとされています。 

【社会資本等形成の世代間負担比率】 
所有する社会資本等の財源のうち、将来償還等が必要な負債が占める割

合（公共資産等形成充当負債の割合）を算出することにより、社会資本等
形成に係 る将来世 代の負担 の比率を 把握する ことがで きます。 この比率
が高いほど、将来世代の負担が大きいことを示しています。 

 
持続可能性（健全性）の指標「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金
があるか）」 

【住⺠一⼈当たり負債額】 
負債（将来世代の負担）が住⺠一⼈当たりいくらあるのかを表し、住⺠

一⼈当た りの資産 や純資産 などと対 比して財 政の健全 性を検討 する指標
です。 

【基礎的財政収支（プライマリーバランス）】 
資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動

収支の合算額のことをいい、地⽅債等の元利償還額を除いた歳出と、地⽅
債等発行 収入を除 いた歳入 の収支を 示してい ます。当 該収支が 均衡して
いる場合 には、経 済成⻑率 が⻑期金 利を下回 らない限 り経済規 模に対す
る地⽅債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるといえます。 
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効率性の指標「行政サービスは効率的に提供されているか」 

【住⺠一⼈当たり純経常行政コスト】 
純経常行政コスト（資産形成につながらない行政サービス等）は、住⺠

一⼈当たりいくらかかっているのかを表しています。 

【住⺠一⼈当たり⼈件費】 
行政コストのうち⼈件費だけに絞って住⺠一⼈当たりのコストを計算し

たものです。⼈件費には議員や職員に関する給与や手当、退職手当負担金
の現金支 出額のみ ならず発 ⽣主義に おいて認 識した退 職手当引 当金や賞
与引当金も含んでいます。 

【住⺠一⼈当たり物件費】 
物件費等は外部への業務委託料や社会資本等（事業用資産＋インフラ資

産）の使用コストを表す減価償却費、維持補修費等の合算額を表しており、
このコストが住⺠一⼈当たりいくらになるかを表しています。 

【住⺠一⼈当たり移転費用】 
扶助費などの社会保障関係給付や政策目的により市⺠や各団体などへ支

出する補 助金など の行政サ ービスが 住⺠一⼈ 当たりい くらにな るかを表
しています。 

 
弾力性の指標「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」 

【行政コスト対税収等比率】 
税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年

度の税収 等のうち 、どれだ けが資産 形成を伴 わない行 政コスト に使われ
たのかを把握することができます。この比率が 100％に近づくほど資産形
成の余裕度が低く、さらに 100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取
り崩されたことを表します。 

 
自律性の指標「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水
準はどうなっているか）」 

【受益者負担比率】 
経常費用のうちサービスの受益者が直接的に負担するコストの比率です。 

 


